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端末設備の賃貸借に関する契約約款端末設備の賃貸借に関する契約約款端末設備の賃貸借に関する契約約款端末設備の賃貸借に関する契約約款    

 

平成２６年４月１日 

イー・アクセス株式会社 

第１章第１章第１章第１章    総則総則総則総則    

（約款の適用）（約款の適用）（約款の適用）（約款の適用）    

第１条第１条第１条第１条    

 当社は、端末設備の賃貸借に関する契約約款（以下、単に「約款」といいます。）により、利用者に対して利用者端末 

設備を提供します。 

（約款の変更）（約款の変更）（約款の変更）（約款の変更）    

第２条第２条第２条第２条    

 当社は、利用者の承諾を得ることなくこの約款を変更することがあります。この場合には、料金その他の提供条件は

変更後の約款によります。 

（用語の定義）（用語の定義）（用語の定義）（用語の定義）    

第３条第３条第３条第３条 

 この約款で使用する用語の意味は、次のとおりとします。 

（１） 電気通信設備とは電気通信を行うための機械、器具、線路その他の電気的設備をいいます。 

（２） 電気通信サービスとは電気通信設備を使用して他人の通信を媒介し、又は電気通信設備を他人の通信の用に供

することをいいます。 

（３） ＤＳＬサービスとはデジタル加入者線伝送（ＤＳＬ）方式等を用いた電気通信サービスをいいます。 

（４） 利用者端末設備賃貸借契約とは当社から利用者端末設備の賃貸借を受けるための契約をいいます。 

（５） 申込者とは協定事業者にＢＩＧＬＯＢＥサービス「ＡＤＳＬ（Ａ）」コース契約の申込をした者をいいます。 

（６） 利用者とは協定事業者とＢＩＧＬＯＢＥサービス「ＡＤＳＬ（Ａ）」コース契約を締結している者をいいます。 

（７） 端末設備利用者とは当社と利用者端末設備賃貸借契約を締結している者をいいます。 

（８） 利用者回線とは特定協定事業者の電話サービス契約約款に基づいて取扱所交換設備と契約の申込者が指定する

場所との間に設置される電気通信回線をいいます。 

（９） 契約者回線とは特定協定事業者の専用サービス契約約款に基づいて取扱所交換設備と契約の申込者が指定する

場所との間に設置される電気通信回線をいいます。 

（１０）協定事業者とはビッグローブ株式会社をいいます。 

（１１）特定協定事業者とは東日本電信電話株式会社又は西日本電信電話株式会社をいいます。 

（１２）協定事業者サービスとは協定事業者及び特定協定事業者（以下「協定事業者等」といいます。）がＤＳＬサービ

スに関して提供するサービス（特定協定事業者の「専用サービス契約約款」に基づき提供する電気通信サービ

ス又は協定事業者がＢＩＧＬＯＢＥサービス「ＡＤＳＬ（Ａ）」コース特約に基づき提供する電気通信サービス）

をいいます。 

（１３）利用者端末設備とは電気通信回線設備の一端に接続される電気通信設備であって1の部分の設置の場所が他の

部分の設置の場所と同一の構内（これに準ずる区域内を含みます。）若しくは建物内であるものをいいます。 

（１４）技術基準とは端末設備等規則（昭和60年郵政省令第31号）をいいます。  

（１５）ＩＡＤとは、ＩＰ電話機能を内蔵するＤＳＬモデムをいいます。 

（１６）多機能モデムとは、ＩＰ電話機能と無線ＬＡＮ機能を内蔵するＤＳＬモデムをいいます。 

 

第２章第２章第２章第２章    利用者端末設備の賃貸借利用者端末設備の賃貸借利用者端末設備の賃貸借利用者端末設備の賃貸借    

（利用者端末設備の貸与）（利用者端末設備の貸与）（利用者端末設備の貸与）（利用者端末設備の貸与）    

第４条第４条第４条第４条        

 当社は、協定事業者が申込者からＢＩＧＬＯＢＥサービス「ＡＤＳＬ（Ａ）」コース契約の申込みを受け付け、協定事

業者とともに利用者に対するＤＳＬサービスの提供を承諾したときには、別紙料金表に定めるところにより、利用者端

末設備を貸与します。ただし、申込者から協定事業者に対して請求があった場合はこの限りでありません。 

２ 当社は、ＢＩＧＬＯＢＥサービス「ＡＤＳＬ（Ａ）」コース特約に定めるDSLサービスの種類、品目ごとに当社が

指定した利用者端末設備を貸与します。 

（賃貸借契約の単位）（賃貸借契約の単位）（賃貸借契約の単位）（賃貸借契約の単位）    

第５条第５条第５条第５条 
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当社は、利用者回線等１回線ごとに１の利用者端末設備賃貸借契約を締結します。この場合、端末設備利用者は、１

の利用者端末設備賃貸借契約につき１人に限ります。 

（賃貸借契約申込の方法）（賃貸借契約申込の方法）（賃貸借契約申込の方法）（賃貸借契約申込の方法）    

第６条第６条第６条第６条 

 利用者は、次の事項について記載した協定事業者所定の申込書により利用者端末設備賃貸借契約の申込を行っていた

だきます。 

（１）氏 名 （法人にあっては商号及び代表者の氏名） 

（２）住 所 

（３）利用者回線等に係る終端の場所 

（４）その他利用者端末設備賃貸借契約の申込の内容を特定するために必要な事項 

（賃貸借契約申込の承諾）（賃貸借契約申込の承諾）（賃貸借契約申込の承諾）（賃貸借契約申込の承諾）    

第７条第７条第７条第７条 

 利用者端末設備賃貸借契約は、約款に基づき、申込を当社が承諾したときに成立します。 

２ 当社は、次の場合には、利用者端末設備賃貸借契約の申込を承諾しないことがあります。 

（１）利用者端末設備賃貸借契約の申込をした利用者が、協定事業者とＢＩＧＬＯＢＥサービス「ＡＤＳＬ（Ａ）」コー

ス契約を締結している者と同一の者とならない場合 

（２）利用者が、この約款に基づく料金又は端末設備に関する費用の支払を怠り、又は怠るおそれがある場合 

（３）利用者端末設備賃貸借契約の申込時に虚偽の事項を通知したことが判明した場合 

（４）利用者が、当社又は利用者端末設備賃貸借サービスの信用を毀損する虞がある態様で当該サービスを利用する虞

がある場合 

（５）利用者が協定事業者の定めに基づき、ＤＳＬサービスの利用を停止されている場合 

（６）その利用者端末設備賃貸借契約の申込を承諾することが、技術上又は当社の業務の遂行上著しい支障があると当

社が判断した場合 

（利用者端末設備の賃貸借に係る料金）（利用者端末設備の賃貸借に係る料金）（利用者端末設備の賃貸借に係る料金）（利用者端末設備の賃貸借に係る料金）    

第８条第８条第８条第８条 

 端末設備利用者は、別紙料金表に定める利用者端末設備の賃貸借に係る料金を支払って頂きます。 

２ 協定事業者の定めに基づいてＤＳＬサービスの利用中止があった場合、端末設備利用者は、その期間中の利用者端

末設備の賃貸借に係る料金の支払いを要します。 

３ 協定事業者の定めに基づいてＤＳＬサービスの利用停止があった場合、端末設備利用者は、その期間中の利用者端

末設備の賃貸借に係る料金の支払いを要します。 

（遅延損害金）（遅延損害金）（遅延損害金）（遅延損害金）    

第９条第９条第９条第９条 

 端末設備利用者は、第5条の賃貸借料金の支払いを遅滞した場合は、支払日の翌日から完済に至るまで年利14.5パー

セントの遅延損害金を支払って頂きます。 

（引渡し）（引渡し）（引渡し）（引渡し）    

第１０条第１０条第１０条第１０条 

 当社は利用者端末設備を利用者回線等に係る終端の場所に送付し、当該端末設備利用者がこれを受領することにより

利用者端末設備の引渡しを行うものとします。 

（利用者端末設備の保証）（利用者端末設備の保証）（利用者端末設備の保証）（利用者端末設備の保証）    

第１１条第１１条第１１条第１１条 

 当社は、端末設備利用者が利用者端末設備をその目的に従った利用をした場合に、利用者端末設備が正常に機能する

ことを保証します。 

２ 端末設備利用者が利用者端末設備の引渡し又は特定協定事業者のＤＳＬサービスに係る工事が完了した日から起算

して１０日以内に当社に対して利用者端末設備の不具合の通知をしなかった場合は、当該利用者端末設備に不具合はな

かったものとみなします。 

（利用者端末設備の使用・（利用者端末設備の使用・（利用者端末設備の使用・（利用者端末設備の使用・保管）保管）保管）保管）    

第１２条第１２条第１２条第１２条 

 端末設備利用者は、利用者端末設備を善良なる管理者の注意をもって使用し、当社及び協定事業者の業務に支障が生

じる変更、毀損等を生ぜしめないこととし、技術基準に適合するよう維持するものとします。 

（利用者端末設備の修理・交換）（利用者端末設備の修理・交換）（利用者端末設備の修理・交換）（利用者端末設備の修理・交換）    
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第１３条第１３条第１３条第１３条 

 当社は、端末設備利用者が、利用者端末設備をその目的に従った使用をしているにもかかわらず、端末設備利用者の

責めに帰さない事由により当該利用者端末設備が故障した場合は、当社の負担により、当該利用者端末設備の修理若し

くは交換を行います。 

２ 前項にかかわらず、端末設備利用者の責めに帰すべき事由により利用者端末設備が故障した場合は、端末設備利用

者の負担により、当該利用者端末設備の修理若しくは交換を行って頂きます。 

（禁止行為（禁止行為（禁止行為（禁止行為))))    

第１４条第１４条第１４条第１４条 

 端末設備利用者は、次の各号の行為を行ってはならないものとします。 

（１）利用者端末設備賃貸借契約上の地位を第三者に質入、その他の担保に供する行為 

（２）利用者端末設備を当社の承諾なく、利用者回線等に係る終端の場所から移動する行為 

（３）利用者端末設備を日本国外に持ち出す行為 

（４）利用者端末設備を担保に供すること。 

（５）利用者端末設備を当社の承諾なく転貸又は売却して第三者に利用させる行為 

（６）利用者端末設備を分解、解析、改造、改変などして引渡時の現状を変更する行為 

（７）利用者端末設備に添付され若しくは利用者端末設備の一部を構成するプログラム（以下「プログラム」といいま

す。）に関し、有償、無償を問わず、プログラムの全部又は一部の第三者への譲渡、使用権の設定その他第三者に

使用させる行為 

（８）プログラムの全部又は一部を複製、改変、その他利用者端末設備のプログラムに関する著作権その他の知的財産

権を侵害する行為 

（利用者端末設備に係る（利用者端末設備に係る（利用者端末設備に係る（利用者端末設備に係る損害賠償請求）損害賠償請求）損害賠償請求）損害賠償請求）    

第１５条第１５条第１５条第１５条 

 第１４条の場合において、当社が損害を被った場合は、当社は端末設備利用者に対して、損害の賠償を請求すること

ができます。 

（利用者端末設備の滅失・毀損等）（利用者端末設備の滅失・毀損等）（利用者端末設備の滅失・毀損等）（利用者端末設備の滅失・毀損等）    

第１６条第１６条第１６条第１６条 

端末設備利用者は、利用者端末設備を滅失（盗難による場合を含む。）、毀損又は損傷したときは、直ちにその旨を当

社に通知し、その原因を問わず別紙料金表に定めるところにより、利用者端末設備の代替品の購入代金相当額若しくは

利用者端末設備の修理代金相当額の損害金を支払う責を負うものとします。 

２ 天災、事変その他の不可抗力により、利用者端末設備が破損した場合、当社は一切その責を負わないものとします。 

（免責）（免責）（免責）（免責）    

第１７条第１７条第１７条第１７条 

 端末設備利用者の責めに帰さない事由により、ＤＳＬサービスが全く利用できない状態が生じた場合に、そのことを

当社が知った時刻から起算して、２４時間以上その状態が連続したとき（全く利用できない状態と同程度の状態となる

場合を含みます。）には、そのことを当社が知った時刻以降の利用できなかった時間について、２４時間ごとに日数を計

算し、その日数に対応する利用者端末設備の利用料金の支払いを免除します。ただし、１日に満たない時間は含まれな

いものとします。 

２ 当社の責めに帰すべき事由により、ＤＳＬサービスが全く利用できない状態が生じた場合に、そのことを当社が知

った時刻から起算して、２４時間以上その状態が連続したとき（全く利用できない状態と同程度の状態となる場合を含

みます。）には、そのことを当社が知った時刻以降の利用できなかった時間について、２４時間ごとに日数を計算し、そ

の日数に対応する利用者端末設備の利用料金を返還します。ただし、１日に満たない時間は含まれないものとします。 

３ 前２項の場合を除き、当社は、利用者端末設備の不具合等により端末設備利用者に生じる一切の損害について免責

されるものとします。 

（変更の届出）（変更の届出）（変更の届出）（変更の届出）    

第１８条第１８条第１８条第１８条 

 利用者は、第６条第１項（１）号乃至（４）号所定の事項について変更があった場合は、速やかにその旨を当社所定

の方法により当社に届出ていただきます。 

２ 前項の届出があったときは、当社は、その届出のあった事実を証明する書類を提示していただくことがあります。 

（賃貸借利用権の譲渡）（賃貸借利用権の譲渡）（賃貸借利用権の譲渡）（賃貸借利用権の譲渡）    

第１９条第１９条第１９条第１９条 
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 賃貸借利用権（利用者が利用者端末設備賃貸借契約に基づいて利用者端末設備の賃借を受ける権利をいいます。以下

同じとします。）の譲渡は、当社の承認を受けなければ、その効力を生じません。 

２ 譲渡の承認を受けようとするときは、当事者連署した当社所定の書面により当社に請求していただきます。但し、

競売調書その他譲渡があったことを証明できる書面を当社所定の書面に添付することによって、連署に代えることがで

きます。 

３ 当社は、前項の規定により譲渡の承認を求められたときは、次の場合を除いて、これを承認します。 

（１） その譲受人が、第７条２項各号に該当すると当社が認めるとき。 

（２） その譲受人が、協定事業者とＢＩＧＬＯＢＥサービス「ＡＤＳＬ（Ａ）」コース契約を締結している者と同一の

者とならないとき。 

４ 協定事業者サービス利用権の譲渡があった場合には、その譲受人は、譲受人たる利用者が有していた一切の権利及

び義務を承継します。 

（端末設備利用者の地位の承継）（端末設備利用者の地位の承継）（端末設備利用者の地位の承継）（端末設備利用者の地位の承継）    

第２０条第２０条第２０条第２０条 

 端末設備利用者の地位の承継については、相続人又は法人の合併により利用者の地位の承継があったときは、相続人

又は合併後存続する法人若しくは合併により設立された法人は、当社所定の書面にこれを証明する書類を添付し当社に

届出て頂きます。 

２ 前項の場合に、地位を承継した者が２人以上あるときは、そのうち１人（その利用者回線等に係る者と同一の者と

します。）を当社に対する代表者と定め、これを届出て頂きます。これを変更したときも同様とします。 

３ 当社は、前項の規定による代表者の届出があるまでの間、その地位を承継した者のうち１人を代表者として取り扱

うことができるものとします。 

（利用者が行う賃貸借契約の解除）（利用者が行う賃貸借契約の解除）（利用者が行う賃貸借契約の解除）（利用者が行う賃貸借契約の解除）    

第２１条第２１条第２１条第２１条 

 端末設備利用者は、利用者端末設備賃貸借契約を解除しようとするときは、あらかじめ書面によりその旨を当社に通

知していただきます。 

２ 利用者端末設備賃貸借契約は、当社が前項の通知を受け、その旨を承諾したときに解除されるものとします。 

３ 端末設備利用者は、利用者端末設備賃貸借契約を解除したときは、当社所定の方法により、利用者端末設備を当社

へ返還して頂きます。 

（当社が行う賃貸借契約の解除）（当社が行う賃貸借契約の解除）（当社が行う賃貸借契約の解除）（当社が行う賃貸借契約の解除）    

第２２条第２２条第２２条第２２条 

 端末設備利用者が次の各号の一にでも該当した場合、当社は直ちに利用者端末設備賃貸借契約を解除することができ

るものとします。 

（１）賃貸借料金の支払いを一回でも遅延した場合 

（２）ＢＩＧＬＯＢＥサービス「ＡＤＳＬ（Ａ）」コース特約及び約款の条項の一にでも違反した場合 

（３）支払停止、または手形交換所の不渡処分を受けた場合 

（４）会社整理、民事再生、破産、会社更生若しくは特別清算開始の申立をした場合又は受けた場合 

（５）仮差押、差押、仮処分、強制執行、競売の申立を受けた場合 

（６）会社の休廃止、解散をした場合又は営業の継続が困難である場合 

２ 当社は前項の規定により、利用者端末設備賃貸借契約を解除しようとするときには、その旨を端末設備利用者に通

知します。利用者端末設備賃貸借契約は、この通知をもって解除されるものとします。 

３ 第１項の規定により利用者端末設備賃貸借契約が解除され、当社に損害が発生した場合、当社は端末設備利用者に

対し損害の賠償を請求できるものとします。 

（（（（ＢＩＧＬＯＢＥサービス「ＡＤＳＬ（ＢＩＧＬＯＢＥサービス「ＡＤＳＬ（ＢＩＧＬＯＢＥサービス「ＡＤＳＬ（ＢＩＧＬＯＢＥサービス「ＡＤＳＬ（ＡＡＡＡ）」コース）」コース）」コース）」コース契約の終了による利用者端末設備賃貸借契約の終了）契約の終了による利用者端末設備賃貸借契約の終了）契約の終了による利用者端末設備賃貸借契約の終了）契約の終了による利用者端末設備賃貸借契約の終了）    

第２３条第２３条第２３条第２３条    

端末設備利用者がＢＩＧＬＯＢＥサービス「ＡＤＳＬ（Ａ）」コース契約の解除を申し出る等により端末設備利用者

が締結しているＢＩＧＬＯＢＥサービス「ＡＤＳＬ（Ａ）」コース契約が終了した場合、同時に利用者端末設備賃貸借契

約も終了するものとします。 

（利用者端末設備賃貸借契約終了後の返還義務）（利用者端末設備賃貸借契約終了後の返還義務）（利用者端末設備賃貸借契約終了後の返還義務）（利用者端末設備賃貸借契約終了後の返還義務）    

第２４条第２４条第２４条第２４条 

利用者端末設備賃貸借契約が終了した場合、端末設備利用者は当社に対して利用者端末設備の返還義務を負います。

ただし、当社は端末設備利用者に通知して利用者端末設備の所有権を放棄することができるものとします。 
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２ 前項ただし書きに基づき、当社が利用者端末設備の所有権を放棄した場合、当社は利用者端末設備について何ら責

任を負わないものとします。 

３ 端末設備利用者は利用者端末設備賃貸借契約の終了後、当社の指示に従い、１０日以内に、利用者端末設備を返還

して頂きます。 

４ 前項の期間内に利用者端末設備が当社に返還されない場合、端末設備利用者に対して利用者端末設備が返還される

までの間、利用者端末設備の賃貸借に関する費用と同額を請求することができると同時に、別紙料金表に定める違約金

を請求させて頂きます。 

（料金等の回収）（料金等の回収）（料金等の回収）（料金等の回収）    

第２５条第２５条第２５条第２５条 

 利用者がこの約款に基づき当社に対して支払うべき第8条（利用者端末設備の賃貸借に係る料金）に規定する利用者

端末設備の賃貸借に係る料金は協定事業者が当社に代わって料金回収代行を行うものとします。但し、第１３条（利用

者端末設備の修理・交換）第２項に規定する利用者端末設備の修理若しくは交換に要する費用及び第１６条（利用者端

末設備の滅失・毀損等）第１項に規定する利用者端末設備の滅失、毀損又は損傷時の代替品の購入代金相当額若しくは

利用者端末設備の修理代金相当額及び第２４条（利用者端末設備賃貸借契約終了時の返還義務）第４項に規定する利用

者端末設備の未返還時の賃貸借に関する費用及び違約金については、当社が直接請求する場合があります。 

 

第３章第３章第３章第３章    雑則雑則雑則雑則    

（（（（秘密保持及び個人情報の保護秘密保持及び個人情報の保護秘密保持及び個人情報の保護秘密保持及び個人情報の保護））））    

第２６条第２６条第２６条第２６条    

    当社は、ＢＩＧＬＯＢＥサービス「ＡＤＳＬ（Ａ）」コース経由利用者端末設備の提供に関連して知り得た利用者の秘

密情報又は個人情報（以下「個人情報」といいます。）を、次の各号の場合を除き、本人以外の第三者に開示又は漏洩し

ないものとします。また、個人情報を取扱う場合には、顧客情報の適正な取扱いを確保し、通信の秘密及び個人のプラ

イバシー保護を図るため、電気通信事業法、関連法令及び「電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン」

を遵守し、かつ、ＤＳＬの提供のために必要な範囲を超えて利用しないものとします。 

（１）当社又は当社の提携先に関する広告、宣伝その他情報提供の目的で電子メール等を送付する場合（提携先等の第

三者への個人情報の開示は含まないものとします。） 

（２）個人情報を適切に管理するように契約等により義務づけた業務委託先に対し、ＢＩＧＬＯＢＥサービス「ＡＤＳ

Ｌ（Ａ）」コース経由利用者端末設備の提供のために必要な業務を委託する目的で個人情報を提供する場合 

（３）ＢＩＧＬＯＢＥサービス「ＡＤＳＬ（Ａ）」コース経由利用者端末設備のサービス向上等の目的で個人情報を集計

及び分析等を行う場合 

（４）前号の集計及び分析等により得られたものを、個人を識別又は特定できない態様にて提携先等第三者に開示又は

提供する場合 

（５）個人情報の利用に関する同意を求める目的で利用者等に電子メール等を送付する場合 

（６）その他任意に利用者等の同意を得たうえで個人情報を利用する場合 

（７）裁判所の発行する令状に基づき開示する場合その他公的機関からの要請があった場合 

（オートマ設定機能及び自動ファームアップ機能）（オートマ設定機能及び自動ファームアップ機能）（オートマ設定機能及び自動ファームアップ機能）（オートマ設定機能及び自動ファームアップ機能）    

第２７条第２７条第２７条第２７条    

利用者端末設備を利用するにあたり、端末設備利用者は、当社のオートマ設定機能及び自動ファームアップ機能が動

作することを事前に承諾することとします。 

（１） オートマ設定機能は、協定事業者の各種情報（ＡＤＳＬ接続及びＩＰ電話利用に必要な情報）を利用し、利

用者端末設備の設定を実施します。 

（２） 自動ファームアップ機能は、当社が必要と判断したときに利用者端末設備の利用に必要なソフトウェアの更

新を実施する。なお、このとき端末設備利用者が利用者端末設備の有するＩＰ電話機能を利用中でないこと

を利用者用端末設備が確認した上で、再起動します。その際、利用者用端末設備が起動するまでの間、協定

事業者経由ＤＳＬサービスは利用できません。 

 

附附附附    則則則則    

（実施時期）（実施時期）（実施時期）（実施時期）    

この約款は、平成１５年３月１日から実施します。 

附附附附    則則則則    
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１ この改正規定は、平成１５年１０月１日から実施します。 

２ 協定事業者サービスのコース名称変更を実施します。 

附附附附    則則則則    

１ この改正規定は、平成１６年４月１日から実施します。 

２ 消費税法改正に伴う「消費税総額表示」を別紙料金表にこの規定改正の日から実施します。 

附附附附    則則則則    

１ この改正規定は、平成１６年４月１９日から実施します。 

２ 協定事業者サービスの４０Ｍタイプ追加をこの規定改正の日から実施し、その利用に 

伴う料金の改定についても同日適用とします。 

附附附附    則則則則    

１ この改正規定は、平成１６年８月４日から実施します。 

２ 協定事業者サービスの４７Ｍタイプ追加をこの規定改正の日から実施し、その利用に伴う料金の改定についても同

日適用とします。 

附附附附    則則則則    

１ この改正規定は、平成１６年１１月２日から実施します。 

２ オートマ設定機能・自動ファームアップ機能の追加及び協定事業者サービスの５０Ｍタイプ追加をこの規定改正の

日から実施し、５０Ｍタイプの利用に伴う料金の改定についても同日適用とします。 

附附附附    則則則則    

１ この改正規定は、平成１７年１月１３日から実施します。 

２ 協定事業者サービスの１Ｍタイプに対する多機能モデム対応をこの規定改正の日から実施します。 

附附附附    則則則則    

１ この改正規定は、平成１７年4月１日から実施します。 

２ 個人情報保護法の本格施行対応をこの規定改正の日から実施します。 

附附附附    則則則則    

１ この改正規定は、平成１７年５月１７日から実施します。 

２ 協定事業者サービスの３Ｍタイプ追加をこの規定改正の日から実施します。 

附附附附    則則則則    

１ この改正規定は、平成１８年７月３日から実施します。 

２ 協定事業者の分社型新設分割に伴い、名称変更を実施します。 

附附附附    則則則則    

１ この改正規定は、平成２１年６月２５日から実施します。 

附附附附    則則則則    

１ この改正規定は、平成２１年１０月９日から実施します。 

附附附附    則則則則    

１ この改正規定は、平成２６年４月１日から実施します。 

 


